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小規模多機能型居宅介護の従事者に生じる終末期ケアに係る課題の検証 
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Multifunctional Small-scale Care Services 
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Abstract 

To clarify the details of end-stage care-related anxiety experienced by healthcare professionals in multifunctional small-

scale care services, a survey on daily life support and end-stage care was conducted involving those providing such 

services in Fukuoka Prefecture. Among the subjects, 50 (38.3%) had experience in providing end-stage care via 

multifunctional small-scale care services. The type of profession and length of professional experience were found to 

be closely associated. On comparison of the scores representing end-stage care-related anxiety based on profession, 

care workers and those with professional experience of less than 10 years had higher scores. Regarding medical 

resources, home-visit medical or nursing services were not regularly used by the subjects. These results suggest that 

the different resources available in each community, such as medical institutions, need to be used by healthcare 

professionals engaged in multifunctional small-scale care services to help them provide end-stage care without anxiety. 

 

Keywords: multifunctional small-scale care services, healthcare professionals, end-stage, end-of-life care, anxiety 

 

要 旨 

 本研究は小規模多機能型居宅介護の従事者が抱く終末期ケアの課題を検討することを目的に、福岡県の小規

模多機能型居宅介護の従事者を対象に生活支援と終末期ケアの課題について調査した。小規模多機能型居宅介

護において終末期ケアを経験した者は50名（38.3％）であった。分析結果は職種別と職種による経験年数が有

意に関連していた。従事者の属性による終末期ケアの課題の得点は介護職員が高く、経験年数10年未満の者が

高かった。医療資源については平常時から訪問診療や訪問看護を利用していなかった。小規模多機能型居宅介

護の従事者が不安なく終末期ケアを行うには、地域における医療機関等の多様な資源の活用を促す必要がある

ことが示唆された。 

 

キーワード：小規模多機能型居宅介護、従事者、終末期、看取り、不安 
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緒 言 

 我が国の高齢化率は2017年26.7％、2040年には

36％に達し、65歳以上の死亡率は160万人を超える
1)

と推測され、今後は多死時代の到来を避けることは

できない。国民の多くが最期を迎える場所として自

宅を希望している反面、病院死の割合が圧倒的に多

い
2)
状況が続いている。厚生労働省老健局が2008年に

発表した「死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来

推計」
3)
では老健、特養、病院や自宅のみでは死亡場

所が不足することが示された。したがって、従来か

らある介護施設だけではなく有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者住宅などの新たな住まいに期待が寄

せられている。しかし、これに対して二木
4)
は、この

将来推計を在宅死率12％という現状通りで算出した

ことを評価するとしたうえで、死に場所は病院であ

り続け、自宅以外の在宅が病院死を補完する。その

ために在宅生活の限界点を高めることとで終末期あ

るいはそれよりももう少し長い期間の病院･施設へ

の入院･入所の率と期間をできるだけ抑制すること

を目指している、と述べている。老老介護や家族介

護力の低下等があるなか、政策は地域包括ケアの推

進のもと、医療を病院完結型から地域完結型へと転

換させている。こんにち、最期まで本人の生き方を

尊重するには、医療やケアの提供を検討することが

重要であり
5)
、その時をどこでどのように過ごすかと

いうことは支えられる人、支える人を問わず一人ひ

とりの喫緊の課題である。 

 そこで小規模多機能型居宅介護が在宅生活の限界

点の時期や、さらに進んだ終末期のケアを担うこと

が可能ではないかと考えた。なぜなら、小規模多機

能型居宅介護は通所と訪問介護に加えて宿泊の機能

があり入所か自宅かの二者択一の選択をしなくてよ

いこと、それらを別個ではなく一事業所が担うため

利用者のリロケーションダメージが少ないこと、ま

た、看護職員が必置であることから例えば認知症高

齢者グループホームに比べて医療依存度が高い利用

者のケアも可能だと考えたからである。しかし、開

設数の推移をみると2008（平成20）年1557
6)
、2010（平

成22）年2369カ所
7)
と少なく、先行研究についてもケ

アに関するものは散見されるに過ぎず
8) 9)

、詳細に分

析されていない。 

 本稿は小規模多機能型居宅介護で最期を迎えるう

えで生じている実態を踏まえ、終末期ケアにおける

従事者が抱える課題を検証することを目的とした。 

用語の操作的定義 

 本研究で使用する用語を以下のように定義する。 

 看取りとは、無益な延命治療をせずに、自然の過

程で死にゆく高齢者を見守るケアをすること
10)
とす

る。 

 職種とは、看護職員は保健師、看護師、准看護師

とし、介護職員は介護福祉士やヘルパー、無資格の

職員を含むものとする。 

 従事者とは、看護職員と介護職員とする。 

 

対象と方法 

調査方法 

 独立行政法人福祉医療機構が運営する福祉保健医

療ならびに介護保険や障害者福祉サイト（WAMNET）

に登録されている福岡県の小規模多機能型居宅介護

129事業所に勤務する従事者を対象に調査を行った。

福岡県を選択した理由は全国で最も開設数が多かっ

た北海道に次いで多く
11)
人口から鑑み福岡県のほう

が充足率は高く小地域ごとにみられる影響を少なく

して分析できると考えたからである。2010（平成22）

年12月～2011（平成23）年２月、自記式調査票を用

いて調査した。調査票の郵送に先立ち、事業所代表

者に電話にて研究の承諾を得て、従事者数も確認し

た。研究協力を得たのは94カ所で1030名だった。 

 調査票は終末期ケアの経験を公表している福岡県

内の小規模多機能型居宅介護の介護職員、看護職員、

管理者10名へのインタビューから得た諸所見をもと

に独自に考案し、兵庫県の小規模多機能型居宅介護

の従事者15名に対してプリテストを経て作成した。

具体的な質問内容は、個人に関する属性として、性

別、年代、所有資格、経験年数は職種の経験および

当該事業所における経験年数、介護や終末期ケアの

経験とし、小規模多機能型居宅介護における生活支

援と終末期ケアについては「いつも感じる」「時々感

じる」「あまり感じない」「全く感じない」の４件法

選択肢により、個人の考えの回答を求めた。なお、

終末期ケアの経験については臨死期の関わりに限定

せず、その時よりも前に入院した事例も含む。事業

所に関することでは訪問系の医療資源の利用内容と

した。 

 調査票の集計結果は260名（回収率25.2％）の回答

が得られた。そのうち基本属性の記載がない票を無

効回答とし、分析対象は133名、有効回答率は51.2％

であった。 
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分析方法 

 各質問項目に対する回答について、各選択肢の度

数分布と構成割合を算出した。従事者の属性と終末

期ケアの課題との関連では、Mann–Whitney U検定を

行い、職種と経験年数についてはχ
2
検定を行った。 

 分析はSPSS 19J for Windowsを使用し、有意水準を

５％未満とした。 

倫理的配慮 

 自記式調査票を用いて行うため、事業所代表者に

は研究開始前に研究の趣旨を説明し、了解を得た事

業所に研究依頼書と調査票を郵送した。また、調査

票を事業所代表者から配布してもらうため調査に対

して強制力が働かないように配慮を依頼した。研究

依頼書には業務を優先してもらう、匿名性の確保、

研究参加の自由と不参加による不利益を生じない、

研究以外の目的では使用しない、個別に準備した返

信用封筒による調査用紙の返送をもって同意を得ら

れたことにすることを明記した。なお、福岡県立大

学研究倫理委員会の承認を得た。 

 

研究結果 

 基本属性を表１に、職種と経験年数の関連につい

ては表２に示した。 

 回答者の約８割は女性が占め40歳代以降が多かっ

た。職種については介護福祉士やヘルパー資格所持

者である介護職員が大半を占め、看護職員は13.8％

であった。また、職種と経験年数の各群の期待値を

計算した結果、５未満の期待値は認められなかった。

そのためχ
2
検定を適用し、有意な差があった（χ

2
＝

13.852 p＜.01）。 

 当該事業所における終末期ケアについては、経験

した者は50名（38.3％）、経験していない者は81名

（60.9％）で、経験者のうち利用者数は１人が最も

多く26名（50.0％）、２～３人を経験した者は15名

（30.0％）であった。 

 平常時における医療機関の利用については図１に

示した。 

 元々の主治医やかかりつけ医を利用していると回

答した者が最も多く120名、在宅療養診療所への受診

は16名であった（複数回答）。他には訪問診療を利用

中との回答もあったが少なかった。また、訪問看護

については90名（67.7％）が利用していないとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表１ 従事者の属性 

  N(％) 

性別 男性 

女性 

18

115

(13.5)

(86.5)

年代 20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

22

29

36

39

7

(16.5)

(21.8)

(27.1)

(29.3)

(5.3)

職種（複数回答） 介護職員のうち 

 介護福祉士 

 ヘルパー２級 

 ヘルパー１級 

 ガイドヘルパー 

 介護支援専門員 

 社会福祉主事 

 社会福祉士 

 薬剤師 

 無資格 

看護職員のうち 

 看護師 

 准看護師 

 保健師 

未記入 

49

49

1

2

17

10

3

2

2

13

10

1

11

(29.2)

(29.2)

(0.1)

(1.2)

(10.1)

(6.0)

(1.8)

(1.2)

(1.2)

(7.7)

(6.0)

(0.1)

(6.5)

職業としての経験年

数 

１年未満 

１年～５年 

５年～10年 

10年以上 

11

52

33

37

(8.3)

(39.1)

(24.8)

(27.8)

当該事業所での経験

年数 

１年未満 

１年～２年 

２年～３年 

３年～４年 

４年以上 

23

30

59

20

1

(17.3)

(22.6)

(44.4)

(15.0)

(0.1)

当該事業所における

終末期ケアの経験 

経験有り 

 (うち)看取った人数 

  １人 

  ２人 

  ３人 

  ４人 

  ５人 

  ６人以上 

  無回答 

経験無し 

無回答 

50

26

8

7

3

2

3

1

81

2

(38.3)

(50.0)

(16.0)

(14.0)

(6.0)

(4.0)

(6.0)

(2.0)

(60.9)

(0.1)

 

表２ 職業における経験年数と職種の関連 

 N＝124

 職種の違い 

看護職員 

N 
介護職員 

N 

経験年数 
10年未満 6＊＊ 81＊＊ 

10年以上 13＊＊ 24＊＊ 

χ2＝13.852 ＊＊p＜.01 
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終末期ケアの課題 

 経験年数との関連では10年未満の者は夜間の急変

や死亡の不安について有意に高く（Z＝-2.72、   

p＜.05）、急変時の医療への連絡報告についても有

意に高かった（Z＝-2.98、p＜.05）。また自身の医学

的知識不足との関連では10年未満の者が有意に高く

（Z＝-4.27、p＜.05）、自身の死の受入れ準備不足に

ついても有意に高かった（Z=-3.36、p＜.05）。 

 職種との関連では、介護職員は夜間の急変や死亡

の不安が有意に高く（Z＝-2.00、p＜.05）、医学的知

識不足についても介護職員は看護職員より有意に高

かった（Z＝-3.67、p＜.05）。また自身の死を受け入

れる準備不足についても介護職員は有意に高かった

（Z＝-3.07、p＜.05）。 

 急変時であっても他の利用者へのケアは継続され

なければならないが経験年数や職種による統計学的

有意差はなかった。（表３・４） 

  

0
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   図１ 平常時における医療資源の活用状況 

表３ 終末期ケアの課題と経験年数の関連 

  設 問 N Ave SD Z p

夜間の急変や死
亡の不安 

10年未満 95 3.49 0.77 
-2.72 .01

10年以上 37 3.11 0.84 

看護職不在時の
急変対応 

10年未満 96 3.30 0.80 
-1.73 .08

10年以上 37 3.03 0.87 

急変時の意思確
認困難 

10年未満 96 3.19 0.81 
-1.75 .08

10年以上 37 2.89 0.88 

急変時の医療へ
の連絡報告 

10年未満 95 2.89 0.81 
-2.98 .00

10年以上 37 2.38 0.86 

急変時の家族対
応 

10年未満 96 2.67 0.74 
-1.76 .08

10年以上 37 2.38 0.98 

自身の医学的知
識不足 

10年未満 96 3.60 0.64 
-4.27 .00

10年以上 37 2.95 0.91 

自身の死の受入
れ準備不足 

10年未満 96 2.94 0.87 
-3.36 .00

10年以上 37 2.35 0.89 

急変時の他の利
用者対応 

10年未満 96 3.03 0.75 
-.97 .33

10年以上 37 2.89 0.77 

家族が看取りメ
ンバーに加わる 

10年未満 94 2.54 0.85 
-1.30 .19

10年以上 37 2.76 0.86 

家族の看取り時
の精神的負担 

10年未満 92 2.50 0.76 
-.04 .97

10年以上 37 2.49 0.84 

近隣住民の噂 
10年未満 94 1.96 0.72 

-.86 .39
10年以上 37 1.86 0.79 

 

表４ 終末期ケアの課題と職種別の関連 

  設 問 N Ave SD Z p

夜間の急変や死
亡の不安 

看護職 19 3.00 1.00 
-2.00 .05

介護職 104 3.44 0.77 

看護職不在時の
急変対応 

看護職 19 2.84 0.96 
-1.90 .06

介護職 105 3.28 0.80 

急変時の意思確
認困難 

看護職 19 2.95 0.85 
-.64 .52

介護職 105 3.09 0.85 

急変時の医療へ
の連絡報告 

看護職 19 2.42 0.96 
-1.35 .18

介護職 104 2.76 0.82 

急変時の家族対
応 

看護職 19 2.42 0.96 
-.60 .55

介護職 105 2.60 0.78 

自身の医学的知
識不足 

看護職 19 2.74 0.93 
-3.67 .00

介護職 105 3.50 0.71 

自身の死の受入
れ準備不足 

看護職 19 2.16 0.83 
-3.07 .00

介護職 105 2.86 0.88 

急変時の他の利
用者対応 

看護職 19 3.16 0.77 
-1.20 .23

介護職 105 2.96 0.76 

家族が看取りメ
ンバーに加わる

看護職 18 2.78 0.65 
-1.04 .30

介護職 104 2.58 0.88 

家族の看取り時
の精神的負担 

看護職 18 2.61 0.70 
-1.13 .26

介護職 102 2.44 0.79 

近隣住民の噂 
看護職 19 1.74 0.56 

-1.03 .30
介護職 103 1.94 0.72 
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生活支援の実際 

 小規模多機能型居宅介護ではスムーズな利用がで

きるものの、柔軟なサービス利用は家族介護力低下

の懸念にもなるとの回答が多く見られた。一方で事

業所内の職種間連携は良かった。（表５） 

 

考 察 

 本研究は介護保険制度開始から10年目に当たる

2010（平成22）年度に実施した。回答者の多くが当

該事業所における経験年数２～３年がピークだった

ことは新規の介護現場に勤務する従事者を対象とし

た調査であり妥当だったと考える。 

職種や職業による経験年数の違いによる終末期ケア

の課題の差 

 本研究の結果から多くはないが、終末期ケアを行

っている事業所があることが明らかになった。また、

終末期ケアの課題は職種や経験年数が関係しており、

それらは終末期に生じるさまざまな不安が影響して

いると考えられる。 

 本研究の協力時に看護や介護の専門職者として10

年以上の経験を有する回答者は、介護保険制度以前

から何らかの施設にて経験を重ねてきたことは明ら

かである。介護職員については介護保険施設の状況

によると1999（平成12）年、老人福祉施設の従事者

は約10万人、老人保健施設では約7千人が従事してお

り
12)
、多くの回答者が老人福祉施設や老人保健施設

で高齢者ケアの経験があると考えられる。専門的経

験が10年に満たない回答者は、介護保険制度が施行

され高齢者サービスや関連施設が整備されつつある

なかで、入所施設に限らず通所や訪問のサービスに

従事し高齢者ケアの経験を積み重ねている。一方で、

1992（平成４）年に「居宅」が医療の場として制度

上位置づけられ、1994（平成６）年には診療報酬上

で24時間の往診対応が評価されるものの未だに病院

死が多い状況下では、在宅で人の死を専門職者とし

て経験することは稀なことだと言える。また近年、

地域包括ケアシステム構築への取り組みが積極的に

行われているが、この構築が図られはじめたのは

2006（平成18）年の第５次医療法改正による病床の

機能分化と整備、急性・亜急性期病院、かかりつけ

医、在宅との連携体制強化がされるようになってか

らのことである。研究協力時に介護と在宅医療の連

携が十分に図られていたとは言えず、専門職者が在

宅死を経験したとは言い難い。高齢者医療と在宅介

護については前述のような歴史的な背景の影響があ

り、研究協力時に既に10年以上の専門的経験を有す

る専門職者らは、計画された職場のOJTのみならず、

職業人としての個人の経験を重ね、それらが終末期

ケアに関する課題となる不安を軽減させる要因にな

ったと推測される。よって、経験年数が少ない者に

は技術に関する研修等の機会が必要である。 

 研修の機会については、2009（平成21）年から介

護職員による痰の吸引に関して検討され、短期間に

夜間の看護職員配置が難しいことから医療安全が確

保できる条件下であればやむを得ない
13)
とし、基礎

教育のみならず現任教育が行われている
14)
。吸引に

限らず介護職員への医療的ケアの要請があるものの

医学的知識を理解し技術提供を行うには不十分であ

る可能性がある。それは小規模多機能型居宅介護で

は医療ニーズがある利用者は約66％だが日常生活自

立度はⅡ～Ⅲと高いわけではなく、終末期に多くな

る吸引や胃瘻による栄養管理は約１％と少ない
15)
。

そのため、小規模多機能型居宅介護では学んだ技術

を活用する場面は少ない。また、回答者のうち看護

職員の割合は少なかった。現場では看護職員は一人

いれば良いと解釈されているようで、介護職員がい

つでも看護職員に相談できる状況にあるとは言い難

い。したがって、技術習得が十分とは言えない介護

表５ 生活支援の実際の分布 

 いつも感じる 

N（％) 

時々感じる 

N（％) 

あまり感じない

N（％) 

全く感じない 

N（％) 

無回答 

N（％) 

柔軟さゆえの家族介護力低下への懸念 

家族と職員の情報共有と連携の必要性 

家族と職員の介護観の相違 

スムーズな利用の困難さ 

家族間の調整の困難さ 

医療よりも生活が優先される 

現状に満足し、より良い介護の提供が困難 

事業所内の職種間の連携の困難さ 

医療との連携の困難さ 

8 

104 

18 

9 

0 

17 

2 

9 

5 

(6.0)

(78.2)

(13.5)

(6.8)

(0)

(12.8)

(1.5)

(6.8)

(3.8)

79

27

90

47

44

59

48

26

38

(59.3)

(20.3)

(67.7)

(35.3)

(33.1)

(44.4)

(36.1)

(19.5)

(28.6)

42

2

25

68

74

52

71

64

66

(31.6)

(1.5)

(18.8)

(51.1)

(55.6)

(39.1)

(53.3)

(48.1)

(49.7)

4 

0 

0 

8 

15 

2 

12 

34 

23 

(3.0) 

(0) 

(0) 

(6.0) 

(11.2) 

(1.5) 

(9.0) 

(25.6) 

(17.3) 

0

0

0

1

0

3

0

0

1

(0)

(0)

(0)

(0.1)

(0)

(2.3)

(0)

(0)

(0.1)
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職員が複雑な医療ニーズに応えることは難しいと考

える。松尾はスキルの獲得を、自動車の乗り方を習

得するとき、はじめは教習所で教えられた通りに一

つ一つの動作を意識的に行うが、徐々に頭で考える

ことなしに運転することができるようになり、さら

に練習をつむと一連の動作を自動的にこなすことが

可能である
16)
、と述べている。医療的ケアを無理なく

実施するには、制度化された研修のみならず、地域

の医療機関等における教育や相談の場を設けること

が必要だと考える。 

 本研究の回答者は家族を看取りのメンバーに加え

る必要性はあるとしながらも精神的負担の懸念も感

じていた。これについては有意差はなかったものの、

利用者と家族、ケアにあたる従事者の心の安寧を保

ちながら終末期を過ごすためには、すべての人々へ

の死の準備教育が必要になると考えられる。 

小規模多機能型居宅介護のケアの強み 

 奥田は小規模多機能型居宅介護におけるケアは、

通所の利用によりなじみの関係ができている職員の

援助を受けながら泊まることができるため、利用者

の混乱を最小限にとどめることができる。職員にと

ってもケアの方法や日中の様子がわかったうえで利

用者を受け入れるので介護の負担が少なくなる
17)
、

ということを特徴と述べている。これは強みの一つ

と言えるだろう。 

 日常的な生活支援に関しては、職種間の連携がよ

く、利用者とその家族はスムーズな利用ができ、ま

た家族間の調整についても困難さを生じておらず、

利用者とその家族となじみの関係を構築させ、一体

的な対応を可能とする小規模多機能型居宅介護の強

みを発揮したケア提供をしている。一方で、元々の

主治医やかかりつけ医へ受診をしているが訪問診療

の活用は少なく、また、訪問看護は約６割が利用し

ておらず日常的なケアは従事者のみで提供している

と言え、永田らのケアサービスの報告と同様に、医

療提供がしにくい環境下で何とか工夫や努力して医

療ニーズに対応し終末期ケアに取り組んでいる
18)
と

考える。 

 また、永田らは看護体制が24時間対応になってい

ない上に、訪問看護の制限により十分に利用できな

いことや、医師との連携体制の困難さを指摘してい

る
19)
。小規模多機能型居宅介護において終末期ケア

を担うか否かに関わらず、訪問に応じる多様な医療

資源の活用を充実することが小規模多機能型居宅介

護の強みを生かす介護のあり方だと考えられる。 

 

研究の限界と課題 

 本稿は福岡県における小規模多機能型居宅介護に

勤務する従事者を対象にした平成22年度の研究であ

り、得られた知見を一般化できるとは言えない。今

後は勤務体制や地域の医療機関等との関連について

も検討する必要がある。 

 

結 論 

１．小規模多機能型居宅介護において終末期ケアを

行っていた。 

２．小規模多機能型居宅介護に勤務する従事者の職

種と経験年数は関連があった。 

３．従事者に生じる終末期ケアの課題は、「夜間の急

変や死亡に関すること」「自身の医学的知識不足に

関すること」「自身の死の受け入れ準備の不足に関

すること」という不安であった。 
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